
［事案 24-65］ 契約無効確認請求  

・平成 24年 11月 28日 裁定終了 

＜事案の概要＞ 

 告知義務違反により契約解除、給付金不支払いとされたが、募集人の不告知教唆を理由

に、既払込保険料の返還を求めて申立てがあったもの。 

＜申立人の主張＞ 

 平成 22 年 11 月に加入した医療保険について、卵巣嚢腫を原因とした入院・手術給付金

を請求したところ、告知義務違反により契約解除、契約前発病で入院・手術給付金が不支

払となった。下記のとおり納得いかないので、これまで支払った保険料と診断書代の返還

を求める。 

(1)加入時に、募集代理店の募集人に、「産婦人科に通院しているが大丈夫か」と聞いたと 

 ころ、「大丈夫です。入院・手術されても支払われます。」と言われたので加入した。 

(2)募集人から、「告知書には、『いいえ』にマルをしてください」と言われたのでその通り 

  に記入した。 

＜保険会社の主張＞ 

 下記の理由により、申立人の請求に応じることはできない。 

(1)本契約を取り扱った募集代理店の募集人に確認した結果、申立人が主張している不適正 

   な募集行為（不告知教唆）の事実はなかった。 

(2)申立人は、平成 22年 4月以降告知日までに「内膜症性嚢胞」で 8日間の通院歴がある 

   が、告知されていない。 

＜裁定の概要＞ 

 裁定審査会では、申立人の請求は、給付金の支払いを求めるものではなく、既払込保険

料等の返還を求めるものであるため、請求の法的根拠を、「本件入院・手術は責任開始日前

に発病していた疾病を原因とするものであるから、入院・手術給付金は支払われないのに、

給付金は出る旨の回答をしたこと」をもって、要素の錯誤による本契約の無効（民法 95条）、

詐欺による取消し（民法 96 条）、または消費者契約法４条１項違反による取消しを主張す

るものと解し、当事者から提出された書面の内容、および申立人、募集人からの事情聴取

の内容に基づき審理した。 

 審理の結果、下記の事実により、申立内容は認められないことから、指定（外国）生命

保険業務紛争解決機関「業務規程」第 37条にもとづき、裁定書にその理由を明記し、裁定

手続を終了した。 

(1)申立人は、告知日の約６カ月前である平成 22年４月に、産婦人科を受診し、検査の結 

   果、内膜症性嚢胞を疑われる腫瘍があるとの診断を受け、告知日までの間に通院してい 

   るため、本件入院および手術が責任開始時前に発病した疾病を原因とするものである以 

   上、入院給付金・手術給付金の支払対象とならないことは明らかである。問題は、それ 

   にもかかわらず、募集人が申立人に対して、入院給付金・手術給付金が支払われると話 



   したかどうかである。 

(2)事情聴取において、申立人は、募集人に対し、「今、産婦人科に通っているんですけど、 

   大丈夫ですか」と尋ねたら、募集人が「大丈夫ですよ。うちは入院されても、手術され 

   ても出ますよ。私を信用してください」と言ったので、その言葉を信用し、本契約を申 

   し込んだと述べるが、募集人は、そのような回答をすることはあり得ないと述べており、 

   この点、対立している。申立人と募集人の供述が対立し、他に申立人と募集人との間で 

   上記のような会話があったことを裏付ける証拠がない以上、上記のような会話があった 

   と直ちに認定することは困難である。また、事情聴取において、申立人は、募集人に対 

   し、「産婦人科に通っている」ということだけを言ったが、募集人からは、「具体的には、 

   どのようなご病気ですか」とは聞かれなかったと述べており、申立人の供述によっても、 

   申立人と募集人との間では、それ以上のやり取りは行われていない。よって、募集人が、 

   責任開始時前に発病した疾病を原因とする入院や、その治療を目的とする手術について 

   も、入院給付金・手術給付金が支払われるという趣旨の発言を、その場で明確にしたと 

   考えることは、会話の成り行きとして不自然なように思われる。 

 【参考】 

   民法 95条（錯誤） 

    意思表示は、法律行為の要素に錯誤があったときは、無効とする。ただし、表意者に重大な過失があった 

    ときは、表意者は、自らその無効を主張することができない。 

   民法 96条第１項（詐欺又は強迫） 

   詐欺又は強迫による意思表示は，取り消すことができる。 

   消費者契約法４条（消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示の取消し） 

    消費者は，事業者が消費者契約の締結について勧誘をするに際し，当該消費者に対して次の各号に掲げる行 

  為をしたことにより当該各号に定める誤認をし，それによって当該消費者契約の申込み又はその承諾の意思 

  表示を したときは，これを取り消すことができる。 

   １ 重要事項について事実と異なることを告げること。 当該告げられた内容が事実であるとの誤認 

 


